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神奈川県では、平成 31 年４月１日に「県環境科学センター」を気候変動適応法に基づく

「地域気候変動適応センター」に位置付けた。 

 
１ 設置方針 

〇 本県の地理的要件（海、山、川、都市等）から様々な分野に気候変動影響が出るおそ

れがあることから、適応策に力を入れる必要がある。 

〇 今後、県として科学的な知見に基づいて施策を検討するに当たっては、庁内関係部局

へ影響や予測についての科学的な知見や情報を「活用できるかたち」で提供する必要が

ある。 

〇 同様に、県内市町村にも情報提供し、連携して適応策を推進する。 

〇 地域気候変動適応センターの位置付け場所としては、本県における地方環境研究所で

あり、環境問題の解決に向けた施策等への活用に結び付く調査研究を行うなど、気候変

動適応法が規定する情報の収集・分析などの機能を担うことができると考えることから、

「県環境科学センター」とした。 
 
２ 課題 

〇 設置に当たり、法や施行通知など国から示されている事項（情報収集・分析及び提供

など）以上の具体的な取組内容については未定であり、H31 年度予算及び人事配置の方

向性の決定に時間を要した。 

〇 地域気候変動適応センターの取組は、県全体の適応の取組の方向性に沿う必要がある

が、県全体の取組の方向性については、引き続き調整が必要。 

〇 県独自の将来の影響予測を実施するためには、高度な専門的知識が必要となり、人材

育成及び予算確保が課題。 
 
３ 解決方法（今後解決予定も含む） 

〇 今年度の地域気候変動適応センターの予算は、有識者へのヒアリング謝金、出張費、

図書購入費など最低限の活動費となった。 

〇 今後、具体的な取組内容の検討に当たり、平成 31 年４月に設置した「神奈川県気候

変動適応等に関する有識者等検討会議」や関係者へのヒアリング等を通じて、県として

取り組むべき方向性（優先的に取り組む分野、市町村との関係性等）について、３年程

度を目途に整理していく。 

〇 将来の影響予測を県独自で実施するためには、国による支援が不可欠であると考える。 
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